
 

水産物販路拡大推進事業助成要領 

 

平 成 2 7 年 ４ 月 2 0 日 

27 水管第 164 号水産庁長官承認 

 

 公益財団法人沖縄県漁業振興基金（以下「財団」という。）は、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179号。以下「適正化法」という。）、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255号。）、農林畜水産業

関係補助金等交付規則（昭和 31年農林省令第 18号。以下「規則」という。）、「水産関係民

間団体事業補助金交付要綱」（平成 10 年 4 月 8 日付け 10 水漁第 945 号農林水産事務次官

依命通知。）、「水産関係民間団体事業実施要領」（平成 10年 4月 8日付け 10水漁第 944号

農林水産事務次官依命通知。）及び「水産関係民間団体事業実施要領の運用について」（平

成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知。以下「運用通知」という。）に

基づき水産物販路拡大推進事業を実施するため、以下のとおり水産物流販路拡大推進事業

助成要領（以下「助成要領」という。）を定める。 

 

（事業の目的） 

第１条 米軍訓練等水域の影響を受ける沖縄産水産物の消費拡大を推進するため、販路開

拓、魚食普及及び消費拡大等にかかる取組に対して支援を行うものとする。 

 

（事業の内容） 

第２条 財団は、水産物販路拡大推進事業を行う取組を公募し、財団が設置する事業推進

評価委員会において、第３条及び第４条に基づき審査を行うものとする。審査結果

について水産庁長官の承認を得た上で、財団は支援対象となる取組に対して助成金

を交付するものとする。 

 

（水産物販路拡大推進事業の実施者） 

第３条 この事業の実施者は、沖縄県に住所を有する地域協議会、漁業協同組合、沖縄県

漁業協同組合連合会、沖縄産水産物の生産者の団体又はそれらと連携して事業を実

施する流通業者、加工業者又は水産庁長官が特に水産物の流通を促進するための取

組を行う者と認めた者とする。 

 

（取組の要件） 

第４条 この事業の支援対象となる取組の要件は、以下の（１）及び（２）を満たすこと

とする。 

 （１）沖縄産水産物の消費拡大を推進するための取組であること 

 （２）取組による効果が十分に期待できること 

 

（助成対象経費及び助成額） 



 

第５条 以下の（１）から（15）のうち、水産物販路拡大推進事業の取組に必要と認めら

れる範囲の経費を助成対象経費とし、別途、財団が定める予算額の範囲で１事業あ

たり 300万円を上限に定額で助成金を交付するものとする。 

  （１）謝金（委員、講師、専門家等） 

  （２）旅費・交通費（委員、講師、専門家、職員等） 

  （３）会議費 

  （４）市場調査、研修、セミナー、商談会、展示会、販促イベント等の実施に必要な

経費 

  （５）テスト販売経費（マネキン、試供品、旅費、輸送費等） 

  （６）品質検査、成分分析等に必要な経費 

  （７）商標等登録費 

  （８）委託費（加工品の製造委託、流通体制強化に向けた協議会運営委託、その他事

業の遂行に必要な業務委託等） 

  （９）原材料費（事業の遂行に必要な原材料、副資材の購入経費） 

  （10）借料及び損料（事業の遂行に必要な機械器具等のリース・レンタル経費） 

  （11）補助員賃金（事業の遂行に必要な業務・事務を補助するために臨時的に雇い入

れた者の賃金、交通費） 

  （12）印刷製本費（パッケージ等のデザイン料を含む） 

  （13）販売促進費（販促グッズ制作、商品パンフ等） 

  （14）広告宣伝費 

  （15）その他、取組実行のために水産庁長官が必要と認めた経費 

 

（事業実施計画の作成） 

第６条 この事業の実施者は、別記様式第１号により毎年度水産物販路拡大推進事業計画

承認申請書（以下「計画書」という。）を作成し、財団に提出するものとする。 

なお、これを変更しようとする場合も同様とし、この場合の様式は別記様式第２

号とする。 

 

（事業実施計画の審査・承認） 

第７条 財団は学識経験者、有識者、専門家からなる事業推進評価委員会を開催し、計画

書に基づいて審査を行い、審査結果を運用通知の第３の３－５（２）の（４）のウ

の（ア）のｃの（ｂ）のⅱの別記様式第 69号により水産庁長官へ提出し、その承認

を受けるものとする。 

 

（助成金の交付） 

第８条 計画書の承認を受けた事業実施者は、財団が別に通知する提出期限までに、財団

に対し別記様式第３号により助成金の交付申請を行い、財団は適当と認める場合に、

事業実施者に助成金の交付を決定する旨の通知を行うものとする。なお、これを変

更しようとする場合も同様とし、この場合の様式は別記様式第４号とする。 



 

 

（交付の条件） 

第９条 次に掲げる事項は、財団が助成金の交付を決定する場合に附する条件とする。 

（１）事業実施者は、事業の内容を変更しようとする場合には、あらかじめ、財団の承認

を受けなければならないこと。ただし、第１１条に定める軽微な変更を除く。 

（２）事業実施者は、事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、あらかじめ、財団

の承認を受けなければならないこと。 

（３）事業実施者は、事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに財団に報告して、その指示を受けなければならないこ

と。 

（４）事業実施者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収

入及び支出についての証拠書類を当該年度の翌年度から起算して５年間、整備保管

しなければならないこと。 

 

（申請の取り下げ） 

第１０条 事業実施者は、適正化法第９条第１項、規則第４条の規定により申請を取り下

げようとするときは、交付決定の通知を受けた日から 15日以内にその旨を記載した

書面を財団に提出しなければならない。 

 

（軽微な変更） 

第１１条 第９条（１）の規定により財団が定める軽微な変更は、別表の重要な変更の欄

に掲げる変更以外の変更とする。 

 

（交付決定の取消等） 

第１２条 財団は、第９条（２）の事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げ

る場合には、第８条の交付決定の全部又は一部を取り消し又は変更することができ

る。 

 （１）事業実施者が、法令、本助成要領又は本助成要領に基づく財団の処分若しくは指

示に違反した場合 

 （２）事業実施者が、助成金を事業以外の用途に使用した場合 

 （３）事業実施者が、助成事業に関して、不正、事務手続の遅延、その他不適当な行為

をした場合 

 （４）交付の決定後生じた事情の変更等により、助成事業の全部又は一部を継続する必

要がなくなった場合 

  ２ 財団は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する

助成金が交付されているときは、期限を付して当該助成金の全部又は一部の返還を

命ずるものとする。 

  ３ 財団は、第１項（１）から（３）までの取消しをした場合において、前項の返還

を命ずるときは、その命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの期間に応じ



 

て、年利 10.95 パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとす

る。 

  ４ 第２項に基づく助成金の返還及び前項の加算金の納付については、第１６条第３

項の規定を準用する。 

 

（助成金の概算払） 

第１３条 事業実施者は、助成金の概算払を受けようとする場合には、別記様式第５号に

より概算払請求を行い、財団は、これに基づき助成金の交付を行うことができるも

のとする。 

 

（状況報告） 

第１４条 事業実施者は、別記様式第６号により、事業開始後の６月末、９月末及び 12月

末における事業の遂行状況を作成の上、それぞれ翌月 15日までに財団に提出するも

のとする。 

 

（事業実績の報告及び助成金の精算払） 

第１５条 事業実施者は、事業終了後から１カ月を経過した日又は当該年度の３月 31日の

いずれか早い日までに、別記様式第７号により実績報告書を作成し、財団に提出す

るとともに、別記様式第８号により精算払請求書を作成し、財団に助成金の交付を

申請するものとする。 

  ２ 事業実施者は、前項の申請書を提出するに当たって、当該助成金の仕入れに係る

消費税等相当額（助成対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和

63年法律第 108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

と当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗じて

得た金額との合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、

その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、

申請時において当該助成金の仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、

この限りではない。 

  ３ 前項ただし書により交付の申請をした事業実施者は、実績報告書を提出するに当

たって、前項ただし書に該当した当該助成金の仕入れに係る消費税等相当額が明ら

かになった場合には、これを助成金額から減額して報告しなければならない。 

  ４ 第２項ただし書により交付の申請をした事業実施者は、実績報告書を提出した後

において、消費税及び地方消費税の申告により当該助成金の仕入れに係る消費税等

相当額が確定した場合には、その金額（第１項の規定により報告した額が減じた額

を上回る部分の金額）を別記様式第９号により速やかに財団に報告するとともに、

財団の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

    また、当該助成金の仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又はな

い場合であっても、その状況等について、第１６条第１項の確定のあった翌年６月

20日までに、同様式により財団に報告しなければならない。 



 

 

（助成金の額の確定等） 

第１６条 財団は、実績報告書の内容を審査し、適切と認めたときは、助成金の額を確定

し、事業実施者に対して助成金を支払うものとする。 

  ２ 財団は、事業実施者に交付すべき助成金の額を確定した場合において、既にその

額を超える助成金が交付されているときは、その額を超える部分の助成金の返還を

命ずるものとする。 

  ３ 前項の助成金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、財団は、

期限内に納付されない場合には、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に

応じて年利 10.95パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（特許権等の取得報告等） 

第１７条 事業実施者は、事業の実施の結果、得られた技術開発が特許権、実用新案権、

意匠権（以下「特許権等」という。）の対象となるときは、遅滞なく当該特許権等を

取得するための手続きをとるとともに、別記様式第 10号の特許権等出願届出書を財

団に提出しなければならない。 

  ２ 事業実施者は、前項の規定により特許権等を取得したときは、遅滞なく別記様式

第 11号の特許権等取得届出書を財団に提出しなければならない。 

  ３ 事業実施者は、第１項の規定により取得した特許権等の利用又は処分する場合の

手続きについては、次のとおりとする。 

  （１）事業を実施した年度及び当該年度の翌年度以降５年以内に特許権等を放棄しよ

うとするときは、別記様式第 12－１号により事前に財団と協議する。 

  （２）事業を実施した年度の翌年度以降５年を経過した後に特許権等を譲渡又は放棄

した場合には、別記様式第 12－２号により財団に報告する。 

 

（その他） 

第１８条 この助成要領に定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、水

産庁及び財団が協議の上、定めるものとする。 

  



 

別表 

経費 助成率 重要な変更 

（１）謝金（委員、講師、専門家等） 

（２）旅費・交通費（委員、講師、専門家、職員

等） 

（３）会議費 

（４）市場調査、研修、セミナー、商談会、展示

会、販促イベント等の実施に必要な経費 

（５）テスト販売経費（マネキン、試供品、旅費、

輸送費等） 

（６）品質検査、成分分析等に必要な経費 

（７）商標等登録費 

（８）委託費（加工品の製造委託、流通体制強化

に向けた協議会運営委託、その他事業の遂行

に必要な業務委託等） 

（９）原材料費（事業の遂行に必要な原材料、副

資材の購入経費） 

（10）借料及び損料（事業の遂行に必要な機械器

具等のリース・レンタル経費） 

（11）補助員賃金（事業の遂行に必要な業務・事

務を補助するために臨時的に雇い入れた者

の賃金、交通費） 

（12）印刷製本費（パッケージ等のデザイン料を

含む） 

（13）販売促進費（販促グッズ制作、商品パンフ

等） 

（14）広告宣伝費 

（15）その他、取組実行のために水産庁長官が必

要と認めた経費 

定額 経費の欄に掲げる（１）

から（15）の項目の追加

又は廃止 

 

 

 

 

  


